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私 国
勢
調
査
を
実
施
し
ま
す

た
ち
の
ま
ち
が
、
よ
り
暮
ら
し

や
す
く
な
る
よ
う
に
―
―
―
そ

の
大
切
な
一
歩
と
な
る
の
が
、
５
年

に
一
度
実
施
さ
れ
る
国
勢
調
査
で
す
。 

国
勢
調
査
は
、
外
国
人
を
含
む
日
本
に

住
む
す
べ
て
の
人
と
世
帯
を
対
象
に

し
た
、
国
の
最
も
重
要
な
統
計
調
査

で
、
こ
の
ま
ち
に
今
、
何
人
住
ん
で
い

て
、
ど
の
よ
う
な
年
齢
構
成
で
、
ど

ん
な
世
帯
構
成
な
の
か
、
ど
の
よ
う

な
暮
ら
し
を
し
て
い
る
の
か
を
把
握

す
る
こ
と
を
目
的
に
実
施
さ
れ
ま
す
。 

今
回
の
特
集
で
は
、
調
査
の
概
要
か
ら
、

私
た
ち
の
生
活
へ
の
関
わ
り
、
回
答
方
法

な
ど
を
紹
介
し
ま
す
。

長
い
歴
史
を
持
つ
統
計
調
査

国

●氏名
●男女の別
●出生の年月
●世帯主との続き柄
●配偶の関係
●国籍
●現在の住居における居住期間
●５年前の住居の所在地
●就業状態
●所属の事業所の名称及び事業の種類
●仕事の種類
●従業上の地位
●従業地又は通学地

●世帯の種類
●世帯員の数
●住居の種類
●住宅の建て方

特 集

労働力調査
全国の就業や失業の状況を毎月調
査し、景気判断や雇用政策のため
の基礎資料を得るための調査

01
POINT

行政サービスの基礎資料に
国勢調査の人口データや年齢構成は、市区町村が将来の
人口や世帯数の推計を行う際の重要な基礎資料とな
ります。 
また、子育て支援のための施策や高齢者
への福祉対策などさまざまな行政サービ
スを検討する際の資料として活用され
ています。さらに、地方交付税の交付
額の算定にも国勢調査の結果が用いら
れています。

02
POINT

災害時の避難計画に
国勢調査では、人口や人口密度、昼夜人口（通勤や通学に
伴う人口の流れと数）を把握できます。 
この情報は、地震や大雨などの災害が発生
した際に、どこに避難所を設置すべきか、
どのルートで避難誘導を行うかといっ
た防災計画の策定に活用されます。命
を守る備えにも、国勢調査のデータが
生かされています。

03
POINT

市場調査や出店計画に
企業が新たに店舗や事業所を開設する際には、その地域の
人口構成や世帯数、労働力人口などの情報をもとに市場調
査を行います。このとき、国勢調査のデータが活用され
ています。たとえば、コンビニエンススト
アやスーパーマーケットなどの立地計画や
マーケティング戦略の策定に役立てられて
います。このように、国勢調査は私たちの
日常生活を支えるビジネスの現場でも広く
利用されています。

04
POINT

民意を国勢に反映するために
国勢調査のデータは、衆議院選挙の小選挙区を決める際に
も使われています。 
人口が大きく偏っていると、地域によって一票の価値に差
が生まれてしまう可能性があります。そうし
た不平等が発生しないように、国勢調査の
データをもとに選挙区の区割りや議員定数の
見直しなどを行い、国民の意向を平等に国政
に反映させています。

国勢調査の主な活用事例

勢
調
査
は
英
語
で
「
セ
ン
サ
ス

（census

）」
と
い
い
ま
す
。
こ

の
「
セ
ン
サ
ス
」
と
い
う
言
葉
は
、
古
代

ロ
ー
マ
時
代
に
市
民
の
登
録
や
財
産
の
評

価
、
税
金
の
査
定
な
ど
を
行
っ
て
い
た

職
業
に
由
来
し
て
お
り
、
国
が
行
う
統

計
調
査
の
一
部
で
は
今
で
も
「
セ
ン
サ

ス
」
と
い
う
名
称
が
使
わ
れ
て
い
ま
す
。 

日
本
で
初
め
て
国
勢
調
査
が
行
わ
れ
た
の

は
１
９
２
０
年
（
大
正
９
年
）
の
こ
と
で

し
た
。
以
来
、
終
戦
直
後
の
１
９
４
５
年

（
昭
和
20
年
）
を
除
き
、
時
代
の
変
化
に

合
わ
せ
て
調
査
項
目
を
見
直
し
な
が
ら
現

在
ま
で
途
切
れ
る
こ
と
な
く
調
査
が
実
施

さ
れ
て
い
ま
す
。

調
査
へ
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す

査
で
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
は
さ
ま
ざ

ま
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
検
討
す
る

際
の
基
盤
と
し
て
幅
広
く
活
用
さ
れ
て
い

ま
す
。
特
に
近
年
は
、
高
齢
化
や
少
子

化
、
働
き
方
の
変
化
な
ど
社
会
環
境
が
大

き
く
変
わ
る
な
か
で
、
こ
れ
ま
で
以
上
に

正
確
な
デ
ー
タ
が
必
要
と
な
っ
て
き
て
い

ま
す
。
調
査
結
果
は
、
国
や
自
治
体
が
今

後
の
政
策
を
検
討
し
、
皆
さ
ま
の
暮
ら
し

や
ま
ち
を
よ
り
良
く
す
る
た
め
に
欠
か
せ

な
い
も
の
で
す
。
調
査
へ
の
回
答
に
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

経済センサス
企業等の経済活動を把握し、企業
等を対象とした各種統計調査の母
集団情報を得るための調査

農林業センサス
農林業の生産構造や就業構造など
の実態を明らかにし、農林行政の
推進のために必要な基礎資料を整
備するための調査

住宅・土地統計調査
住宅や土地、そこに居住する世帯
の実態を把握し、その現状と推移
を明らかにするための調査

0.56億人1.26億人

1,122万
世帯

5,570万
世帯

2.21人
1世帯あたり人員

4.89人

「かたり調査」とは、行政機関が行う統計調査
であるかのような紛らわしい表示や説明を
して、個人情報や関係書類をだまし取ろう
とする行為のことです。国勢調査では、金

銭を要求したり、銀行口座やク
レジットカードの暗証番号など
を聞くことはありません。また、
調査員は調査員証を必ず携帯していま
す。統計調査を装った訪問や電話、メー

ルなどにご注意ください。

国が行っている統計調査の例

国勢調査で回答する内容

全17項目

「かたり調査」にご注意ください

▲調査員証

▲手提げ袋

世帯員に関する事項

世帯に関する事項

国勢調査が始まった 1920 年と比較すると、人口は約
２倍になりました。また、世帯数はおよそ５倍になって
いる一方、１世帯あたりの人員は減少しており、夫婦の
みの世帯や単独世帯が増えていることがわかります。

その他の活用事例はこちらから

COLUMN

1世帯あたり人員

調

始
開

2020年 1920年
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